
３　計画で推進する施策とその内容

　１　消費生活の安全の確保

製品安全４法による立入検査等の実施

液化石油ガス取締事業等 ○下記の法令に基づき立入検査や指導等を実施した。

・液化石油ガス法 ・液化石油ガス法

立入検査実施回数　141事業所 立入検査回数　99事業所

・電気用品安全法（市町村移譲事業） ・電気用品安全法

　 ４市３町にて立入検査を実施 　 立入検査回数　４市３町　52店舗

立入検査実施回数　46店舗

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

1

継続 消防課

平成１８年度実績

消費生活用製品安全法に基づく
検査・指導等

〇消費生活用製品安全法に基づき立入検査や指導等を実施した。（市町
村移譲事業）

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

別 紙

1

３市１町にて立入検査を実施 ・立入検査回数　３市１町　27店舗

立入検査実施回数　　25店舗

 製品事故への対応

・パネル展示による注意喚起（東北経済産業局と共催） 参加者　205名

H19.11.13～H19.11.16

場所 県庁ロビー

　

2

3

重大事故等発生時のホームペー
ジ等による情報提供

〇ホームページ「製品情報（消防課関連）」の欄により、迅速な情報提供に
努めた。

継続 消防課

平成１８年度実績

・ホームページに「製品情報（消防課関
連）」の欄を設け、迅速な情報提供に努
めた。

〇ホームページ「製品安全・事故情報」のページ等により、迅速な情報提
供に努めた。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

・ホームページに「製品安全・事故情報」
のページを新設し、迅速な情報提供に
努めた。

・県のトップページから「製品安全・事故情報」へ常時リンクし、広くかつ
迅速に情報提供するよう努めた。

・消費生活用製品安全法に基づき経済産業省へ報告のあった重大製
品事故に関する情報を提供する専用ページを新設し、迅速な情報提供
に努めた。

・消費生活用製品安全法の改正に伴う
説明会の実施

開催期間

1



2

医薬品に関する安全の確保

薬事啓発事業 〇医薬品の適正使用と取扱いについて正しい知識の普及に努めた。

・薬事相談窓口

相談受付件数　　496件 ・薬事相談窓口

相談件数　458件

・薬と健康の週間事業

・薬と健康の週間事業の実施

食品の表示

・相談・監視指導等 ・相談・監視指導等

相談・指導件数　　159件 相談・指導件数　　107件

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

4

継続 薬務課

平成１８年度実績

　　薬と健康の週間（H19.10.17～H19.10.23）に合わせて、各地域で講
演会や展示会等を開催し医薬品等に関する正しい知識について普及
啓発を行った。

5

健康食品虚偽誇大広告監視指導
等

〇消費者へ適切な情報提供がなされるよう、事業者の広告表示について
指導・監督・相談等を行った。

継続 健康推進課

平成１８年度実績

相談 指導件数 件 相談 指導件数 件

・制度の啓発普及 ・制度の啓発普及

研修会やリーフレットの配布等 研修会やリーフレットの配布等

開催回数　11回　受講者　539人 開催　11回　受講者　557人

地震に対する住まいの備え

木造住宅耐震相談窓口の設置

相談窓口（宮城県建築士事務所協会への委託） ・相談窓口

相談受付件数　　303件 相談件数　406件

5

6

〇将来高い確率で発生が予想されている宮城県沖地震に備えるため、相
談所を開設し、耐震診断及び耐震改修についての相談を受け付けた。

継続 建築安全推進室

平成１８年度実績



生活関連商品の安定供給

・県内の石油製品価格状況の情報提供

・県内の石油製品価格状況の情報提供

毎週ホームページを更新し、最新情報の提供に努めた。

・石油製品の価格安定等に関する要請の実施

災害時の生活必需品の安定供給等

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

7

生活関連商品の安定供給に関す
る事務

〇県内の石油製品の価格状況等をホームページ等により常時提供すると
ともに、関係機関へ価格の安定と円滑な供給について要請した。
　（なお、異常な物価高騰や買い占め・売り惜しみなどが行われるおそれが
ある場合などには、関係法令に基づいて必要な措置をとるもの。）

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

・石油製品の価格安定等に関する要請
の実施

H19.11.22 宮城県石油商業協同組合，宮城県石油商業組合及び
各石油元売会社あてに協力を要請した。

・原油価格高騰対策情報（農林水産総
務課作成のホームページ）を通して、原
油価格の高騰等に関する情報提供を
行った。

・原油価格高騰対策本部（企画総務課作成のホームページ）を通して、
原油価格の高騰等に関する情報提供を行った。

3

災害時の生活必需品の安定供給等

・協定の締結 ・災害時における物資供給訓練の実施

・災害時における被災地への物資供給

おにぎり　4,000個

（株）ファミリーマート

・災害時における物資供給訓練の実施

・災害時における物資供給訓練の実施

8

生活関連商品の安定供給に関す
る事務

〇災害時における物資の供給について、提携事業者（コンビニエンススト
ア）との協定に基づき、連携して被災地への物資供給に努める。

継続 食産業振興課

平成１８年度実績

締結年月日 H19.5.28 提携事業者名 （株）ローソン

締結年月日 H19.11.16 提携事業者名 （株）セブンイレブンジャパン

平成19年度末現在の提携事業者数　　3社
（H16.3.22　　（株）ファミリーマートと協定締結済み）

平成１９年７月１６日に発生した新潟県中越沖地震の際、「大規模災
害時の北海道・東北８道県相互応援に関する協定」に基づき、新潟
県に対し、提携事業者を通じ、物資を供給した。

供給物資

依頼提携事業者

9

〇災害時における物資の供給について、提携事業者（宮城県生活協同組
合連合会）との協定に基づき、連携して被災地への物資供給に努めるほ
か、災害に乗じた異常な物価高騰や買い占め・売り惜しみなどが行なわれ
るおそれがある場合などには、関係法律に基づいて必要な措置をとるも
の。

継続 生活・文化課

H19.5.23 宮城県沖地震対応総合図上訓練において、災害対策
本部及び提携事業者（宮城県生活協同組合連合会）と
の連携について訓練した。
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4

食の安全安心の確保

・食の安全安心消費者モニター制度事業

モニター登録数　　592人　（19年度末現在）

研修会　1回　アンケート調査2回実施

・食の安全安心取組宣言事業 ・食の安全安心取組宣言事業

取組宣言者数　　　生産者　 65,722名 取組宣言者数　生産者　 65,721名

　　　　　　　　　　　　事業者　　2,702社 （19年度末現在） 　　　　　　　　　　事業者　　2,670社　

・食の安全安心総合情報提供事業 ・食の安全安心総合情報提供事業

・食の安全安心相互交流理解度アップ事業

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

食と暮らしの安全推
進課平成１８年度実績

・食の安全安心消費者モニター制度事業

モニター登録数　　426人　（18年度末現在）

研修会　3回　アンケート調査4回実施

(18年度末現在）

ホームページにおいて、食の安全安心に関する正確で分かりやすい
情報提供に努めた。

・食の安全安心相互交流理解度アップ事業

10

みやぎ食の安全安心県民総参加
運動

〇みやぎ食の安全安心県民総参加運動を通じて、食の安全安心の確保
に努めた。

継続

食の安全安心相互交流理解度アップ事業

地方懇談会の開催　　8回 地方懇談会の開催　　6回

食の安全安心相互交流理解度アップ事業



　２　商品やサービスの選択の機会確保

ＪＡＳ法や景品表示法に基づく監視・指導等

食品表示適正化事業

・食品表示監視指導事業

・食品表示監視指導事業 国等共同調査件数　　51件

国等共同調査件数　　60件 県独自調査件数　92件

県独自調査件数　71件

・食品表示制度普及啓発事業

・食品表示制度普及啓発事業 研修会等の開催　29回　

研修会等の開催　25回　

・食品表示ウォッチャー事業

・食品表示ウォッチャー事業 食品表示ウォッチャーの委嘱　40名

食品表示ウォッチャーの委嘱　50名 研修会の開催 研修会の開催

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

11

〇国や市町村と連携しながら、食品表示１１０番等の情報に係る事業者等
への確認調査を行うなど、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関
する法律（JAS法）や不当景品類及び不当表示防止法（景品表示法）に基
づく監視指導を行い、表示の適正化を図った。

継続 食と暮らしの安全推
進課平成１８年度実績

5

食 表 嘱 名 修会 開催 修会 開催

モニタリング調査　　延べ1,293店舗 モニタリング調査　　延べ1,297店舗

・食品の表示・広告等に係る東北地域行政機関等連絡協議会の設置

設置年月日　H19.11.8

・広告表示等の監視・指導等 ・広告表示等の監視・指導等

聴き取り等調査件数　　　13件 うち指導件数　　10件 聴き取り等調査件数　　　12件

うち指導件数　　　　　　 7件

・東北各県景品表示法新任担当者研修 開催年月日　H19.4.25

・全国都道府県景品表示法主管課担当官連絡会議

開催年月日　H19.7.26

開催年月日　H19.11.15 実施店舗数　５店舗

開催年月日　H19.12.13～H19.12.14

12

不当景品類及び不当表示適正化
に関する事務

〇景品表示法に基づき、広告等の表示に関して寄せられた苦情等につい
て調査等を行い、必要に応じて指導等を実施することで景品提供及び表
示の適正化を図った

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

・東北各県景品表示法新任担当者研修
への参加

・全国都道府県景品表示法主管課担当
官連絡会議への出席

・全国家電公取協「店頭表示キャンペーン」に伴う現地調査・指導の実施 ・東北ブロック各県景品表示法担当者と
の連絡会議及び公取協ブロック会議へ
の出席

・東北ブロック各県景品表示法担当者との連絡会議及び公取協ブロック会議
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6

事業者や事業者団体の自主的な取組支援

・宮城県コンシューマー・サービスリーダー会議（CSL）との連携

H19.5.23　CSL総会への参加及び情報提供

H19.8.26　CSL消費者行政研修会の支援及び情報交換

家庭用品品質表示法に基づく立入検査等の実施

４市１町にて立入検査を実施 ・立入検査回数　３市１町　35店舗

立入検査実施回数　　31店舗

食品表示に関する監視指導､普及啓発

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

13

事業者団体等の自主的な取り組
みへの支援・協力

〇事業者や事業者団体が自ら実施する消費者の信頼を確保するための
取組等に対し、必要に応じて適切な支援・協力を行った。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

消費生活センター

・CSL幹事会における情報交換会への参加

・CSL消費者行政研修会の支援及び情
報交換

14

家庭用品品質表示法に基づく検
査・指導等

〇家庭用品品質表示法に基づき立入検査や指導等を実施した。（市町村
移譲事務）

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

食 表 関 視指導､普 啓

食品表示適正化事業

・食品表示監視指導事業

・食品表示監視指導事業 国等共同調査件数　　51件

国等共同調査件数　　60件 県独自調査件数　92件

県独自調査件数　71件

・食品表示制度普及啓発事業

・食品表示制度普及啓発事業 研修会等の開催　29回　

研修会等の開催　25回　

・食品表示ウォッチャー事業

・食品表示ウォッチャー事業 食品表示ウォッチャーの委嘱　40名

食品表示ウォッチャーの委嘱　50名 研修会の開催 研修会の開催

モニタリング調査　　延べ1,293店舗 モニタリング調査　　延べ1,297店舗

・食品の表示・広告等に係る東北地域行政機関等連絡協議会の設置

設置年月日　H19.11.8

11

〇国や市町村と連携しながら、食品表示１１０番等の情報に係る事業者等
への確認調査を行うなど、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関
する法律（JAS法）や不当景品類及び不当表示防止法（景品表示法）に基
づく監視指導を行い、表示の適正化を図った。

継続 食と暮らしの安全推
進課【再掲】　 平成１８年度実績



温泉利用施設に対する立入検査等の実施

温泉施設立入検査

立入検査実施回数　　136件 ・立入検査回数　　110件

特定計量器の検査及び使用事業所への立入検査等の実施

・特定計量器定期検査 ・特定計量器定期検査

使用中の特定計量器について検査　（5市12町1村　2,806戸を対象） （7市10町　2,149戸を対象）

検査数　6,719個 検査数　5,433個

・製造計量器検定検査 ・製造計量器検定検査

製造された特定計量器及び基準器について検査 特定計量器 検査数 7 706個

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

15

〇温泉利用施設への立入検査を実施し、再分析や温泉成分等の適正な
掲示について確認・指導した。

継続 薬務課

平成１８年度実績

16

特定計量器定期検査事業及び製
造計量器検定検査事業

〇特定計量器の精度を公的に担保するため、事業者が製造・修理した計
量器及び商店、学校、薬局等で使用している計量器の検定検査を行っ
た。

継続 産業立地推進課

平成１８年度実績

7

製造された特定計量器及び基準器について検査 特定計量器 検査数 7,706個

特定計量器　検査数　8,916個 基準器　　　検査数　  134個

基準器　　　検査数　  　97個

　

表示量目適正化の指導

立入検査事業

・立入検査の実施 ・立入検査の実施

中元期 17戸　595個を検査　 中元期 17戸　557個を検査　

年末期 13戸　516個を検査　 年末期 15戸　394個を検査　

再立入 7戸　 186個を検査 再立入 4戸　 77個を検査

消費生活に関連する制度等の普及啓発

・ホームページ等による普及啓発

17

〇県内のスーパーや商店等を対象に、商品量目検査を実施し、表示量目
の適正化を図った。

継続 産業立地推進課

平成１８年度実績

18

消費生活情報提供事業及び消費
者啓発事業

〇消費生活に関連する各種制度の概要や改正状況等について、ホーム
ページに掲載すること等により制度の普及啓発を図った。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

消費生活センター

7



8

不適正な取引をしているおそれがある事業者に対する指導等

指導件数　 13件 ・指導件数　 7件 

生活・文化課　　　　口頭指導　1件　　 　 生活・文化課　　　　口頭指導　2件

消費生活センター　口頭指導　12件 消費生活センター　口頭指導　5件

成年後見等の権利擁護制度の普及等

高齢者虐待防止対策事業

・地域ネットワークシステム構築事業 ・地域ネットワークシステム構築事業

研修会・出前講座　 25回 研修会 28回　　受講者　752名

・高齢者権利擁護講演会等の開催 ・高齢者権利擁護講演会の開催

生活・文化課

平成１８年度実績

消費生活センター

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

19

不適正な取引行為等に関する調
査・指導・情報提供等

〇不適正な取引を行っているおそれがある事業者に対し、各種法令に基
づき調査等を実施し、必要に応じて指導等を行ったほか、関連情報の提
供を行い適正な取引行為等の確保に努めた。

継続

平成１８年度実績

受講者数 1,006名

〇地域ネットワークシステム構築事業、高齢者虐待防止普及・啓発事業、
高齢者虐待相談機能強化事業等により高齢者の権利擁護の促進・啓発を
図った。

継続 長寿社会政策課

高齢者権利擁護講 会 開催 高齢者権利擁護講 会 開催

開催年月日　H19.5.23，24日，30日 開催回数　４回

開催年月日　H19.7.8 受講者合計　820名

開催年月日　H19.10.23

開催年月日　H19.11.21 ・高齢者虐待防止普及・啓発事業

ポスター・リーフレットの作成・配布

・高齢者虐待防止普及・啓発事業 ポスター　    4,000部

ポスター・リーフレットの作成・配布 リーフレット　8,000部

ポスター

リーフレット ・高齢者虐待相談機能強化事業等

相談受付窓口

・高齢者虐待相談機能強化事業等

受講者数 339名

60名

受講者数 220名

4,000部

45,000部

受講者数 303名

相談受付窓口（ＮＰＯ法人宮城福祉オンブズネット「エール」への委託）

20
受講者数



　３　情報の提供

消費生活情報の提供

・ホームページ等による普及啓発

消費生活に関するパネル展示

消費者啓発事業 〇消費生活に関するパネル展を開催し、消費者被害の未然防止を図った。

・消費生活展の開催（宮城県金融広報委員会との共催）

開催期間　H19.10.16～H19.10.19 ・消費生活展の開催

場所　　　東北電力グリーンプラザ

　 ・パネル展の開催　　　4回

・パネル展の開催　　　6回 　

　 ・パネルの貸し出し　　4回

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

21

消費生活情報提供事業及び消費
者啓発事業

〇消費生活に関する各種情報を、ホームページ等に適時適切に掲載し、
積極的に情報を提供することで消費者被害の未然防止を図った。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

消費生活センター

22

継続 消費生活センター

平成１８年度実績

各地方振興事務所
県民サービスセン
ター（仙台を除く）

9

貸 出 回

・パネルの貸し出し　　5回 　

　 ・ビデオの貸し出し　 46回

・ビデオの貸し出し　 66回

消費生活講座や講演会の開催

消費者啓発事業

・消費生活講座の開催（宮城県金融広報委員会と共催）

（消費生活展（H19.10.16～H19.10.19）の中で開催） ・消費生活講座の開催

６講座　　受講者数　185名 ５講座　　受講者数　147名

・出前講座の開催 ・出前講座の開催

開催回数　　150回　　受講者数　8,471名

若者対象 受講者数 若者対象

高齢者対象 受講者数 高齢者対象

民生委員等対象 受講者数 民生委員等対象

一般対象 受講者数 一般対象

・消費者月間における学習支援事業の開催（内閣府と共催） ・消費者月間における学習支援事業

開催年月日　H19.5.17 受講者数

23

〇消費生活講座の開催や出前講座を実施し、消費者被害の未然防止を
図った。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

消費生活センター

各地方振興事務所
県民サービスセン
ター（仙台を除く）

開催回数　112回　受講者数　8,686名

うち 38回 4,098名 23回 2,742名

45回 1,757名 38回 3,331名

13回 578名 14回 633名

54回 2,038名 37回 1,980名

123名 開催年月日　H18.5.17受講者数 46名

9
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情報誌等への消費生活情報の掲載等

消費者啓発事業

・各種啓発用リーフレットの作成・配布 ・各種啓発用リーフレットの作成・配布

作成部数　６種　　71,500部 作成部数　７種　　118,400部

若者用 若者用

高齢者用 高齢者用

若者・高齢者兼用 若者・高齢者兼用

若者・一般兼用 一般用

一般用

・啓発用ビデオソフト購入

・啓発用ビデオソフト購入 購入　４本

購入　５本 若者用 １本

若者用 高齢者用 ２本

高齢者用 一般用

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

24

〇各種啓発用リーフレットの作成・配布や新聞等への積極的な情報提供
等により啓発を行い、消費者被害の未然防止を図った。

継続 消費生活センター

平成１８年度実績

各地方振興事務所
県民サービスセン
ター（仙台を除く）

うち １種 11,400部 ２種 25,200部

２種 20,100部 ２種 38,200部

１種 10,000部 １種 20,000部

１種 20,000部 ２種 35,000部

１種 10,000部

うち ２本

２本 １本高齢者 般

一般用

・新聞等への記事掲載、テレビ・ラジオでの広報 ・新聞・テレビ・ラジオ等での広報

県政テレビ番組　　２回 県政テレビ番組　１回

県政ラジオ　　随時 県政ラジオ　　随時

NHKラジオ「よじらじ！宮城」　１回 大崎タイムス　毎週火曜日　　他

大崎タイムス　毎週火曜日　　他 朝日ウィル　　１２回

朝日ウィル　　３回 他

消費者物価指数等の情報提供

消費者物価指数等の情報提供

消費生活情報提供事業

・県内の石油製品価格状況の情報提供

１本

25

〇ホームページ等により「仙台市消費者物価指数」等を毎月公表し、適切
な情報提供に努めた。

継続 統計課

平成１８年度実績

・「仙台市消費者物価指数」等をホーム
ページ等により毎月公表

7

〇消費生活に関連が深く、価格の変動が激しい石油製品の価格状況等を
ホームページ等により常時提供した。

継続 生活・文化課

【再掲】　 平成１８年度実績



高齢者に対する情報提供及び地域による見守り活動の推進

・各種啓発用リーフレットの作成・配布 ・各種啓発用リーフレットの作成・配布

高齢者向け　３種　　30,100部 高齢者向け　３種　　58,200部

高齢者用 高齢者用

若者・高齢者兼用 若者・高齢者兼用

・高齢者を対象とした講座 ・高齢者を対象とした講座

開催回数 受講者数 開催数 受講者数

・民生委員等を対象とした講座 ・民生委員等を対象とした講座

開催回数 受講者数 開催数 受講者数

高齢者の日常生活等の悩みに対する相談機能の充実

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

２３

２４

消費生活情報提供事業及び消費
者啓発事業

〇各種啓発用リーフレットの作成・配布や高齢者及び民生委員等を対象と
した講演会等を実施することにより情報を提供し、消費者被害の未然防止
や地域による見守り活動の推進を図った。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

【再掲】　 消費生活センター

２種 20,100部 ２種 38,200部 各地方振興事務所
県民サービスセン
ター（仙台を除く）

１種 10,000部 １種 20,000部

45回 1,757名 38回 3,331名

13回 578名 14回 633名

宮城県高齢者総合相談センター 〇高齢者が抱える日常生活や、福祉、保健、医療等に係る各種の悩み事
等の相談に応じ 健康と生きがいづくりに いて助言を行い 本人及びそ

継続 長寿社会政策課

11

相談窓口（宮城県高齢者総合相談センターへの委託） ・相談窓口

相談受付件数　　　2,123件 相談件数　2,234件

介護サービスに関する情報提供

・ホームページによる情報提供

９つのサービス内容

「高齢者見守りネット」との連携

消費生活情報提供事業

・ホームページによる情報提供

・市町村等への周知協力依頼の実施

住まいに関する情報提供

住宅・宅地相談窓口の設置

・相談窓口

住宅・宅地相談窓口（宮城県建築住宅センターへの委託） 相談件数　697件

　　　相談受付件数　692件

26

宮城県高齢者総合相談センタ
運営事業 等の相談に応じ、健康と生きがいづくりについて助言を行い、本人及びそ

の家族の福祉の増進を図った。
平成１８年度実績

27

「介護サービス情報の公表」制度
推進事業

〇平成１８年度からスタートしている「介護サービス情報の公表」制度に伴
い、１２のサービス内容等をホームページ等により常時公表し情報提供す
ることで、介護サービスを必要とする方が、事前に介護サービス情報を入
手し、事業者を比較・検討できるよう環境整備に努めた。

継続 介護保険室

平成１８年度実績

28

〇国が推進している「高齢者見守りネット」について、関係情報をホーム
ページへ常時掲載するとともに、市町村等に対し、周知協力依頼を実施す
るなど、当該制度の普及啓発に努めた。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

29

〇住宅・宅地窓口を設置し、欠陥住宅やシックハウスなどの住宅トラブルに
関する相談に応じたほか、社会情勢の変化に対応し、省エネ住宅に関す
る相談などにも対応した。

継続 住宅課

平成１８年度実績

11



12

　４　教育機会の提供

児童生徒の発達に応じた消費者教育の推進

小・中学校における消費者教育

小斎小学校（丸森町）

南吉成小学校（仙台市）

高等学校等における消費者教育

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

30

〇学習指導要領の内容に沿って、社会科や家庭科などの教科学習、総合
的な学習の時間などで消費者教育を行った。

継続 義務教育課

平成１８年度実績

・各学校において、児童生徒の実態に即した消費者教育が適切に行わ
れるよう指導した。

・児童生徒の実態に即した消費者教育
が適切に行われるよう各学校を指導

・宮城県金融広報委員会から金銭教育研究指定校として委嘱を受けた
南吉成小学校（仙台市）及び馬籠小学校（本吉町）において、同委員会
と連携を図りながら、消費者教育に取り組んだ。

・金銭教育研究校における消費者教育の取り組み

・消費生活センター等と連携し、消費者教育に関する学校向けの講座、
資料等の紹介やあっせんを行った。

・消費者教育に関する講座・資料等の紹
介・あっせん等の実施

〇学習指導要領の内容に沿って、公民や家庭科などの教科学習、総合的
な学習の時間、特別活動などで消費者教育を行った。

継続 高校教育課

平成１８年度実績

・各学校において、生徒の実態に即した消費者教育が適切に行われる
よう指導した

・生徒の実態に即した消費者教育が適

石巻商業高校

児童生徒、教員、保護者に対する消費者教育の推進

生活設計等普及事業

各種講座等の実施

各種講座等の実施（宮城県金融広報委員会と共催）

　 ・消費者教育出張講座 ・消費者教育出張講座

開催回数 受講者数

・小中学校への講師派遣 ・小中学校への講師派遣

開催回数 受講者数

・公開授業の実施 ・公開授業の実施

H20.2.5　大崎市立にじの子幼稚園 H18.10.27　丸森町立小斎小学校

31

よう指導した。
生徒の実態に即した消費者教育が適

切に行われるよう各学校を指導

・宮城県金融広報委員会から金銭教育研究指定校として委嘱を受けた
石巻商業高校において、同委員会と連携を図りながら、消費者教育に
取り組んだ。

・金銭教育研究校における消費者教育の取り組み

・各教科研究会等の研修事業の支援及
び消費者教育に関する講座・資料等の
紹介・あっせん等の実施

・各教科研究会等の研修事業を支援したり、消費生活センター等と連
携して消費者教育に関する講座の紹介や資料の活用等を促した。

32

〇児童生徒、教員、保護者等を対象とした講座等を開催し、消費者被害
の未然防止を図った。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績 （金融広報委員会）

149回 17,561名 開催回数 145回 受講者数 17,713名

27回 1,546名 開催回数 25回 受講者数 1,513名



お金やものに関するポスター募集

生活設計等普及事業

応募作品数 応募作品数

小学生420点　　中学生266点　　計686点

高等学校等に対する消費者教育副読本の配布

若者消費者被害未然防止事業

高校生向け消費生活読本「知っておこう！これだけは」の作成・配布

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

33

〇児童生徒を対象としたお金やものに関するポスター募集活動を支援し、
児童生徒の金銭等に関する意識向上や健全な価値観の養成を図った。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績 （金融広報委員会）

お金やものに関するポスターコンクールの実施（宮城県金融広報委員
会と共催)

・お金やものに関するポスターコンクー
ルの実施

小学生311点　中学生237点　計548点

34

〇高校生向けの消費生活読本を作成し、全学校へ配布（１学年分）して家
庭科授業等における活用を促進し、若者の消費者被害の未然防止を図っ
た。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

・高校生向け消費生活読本「知っておこ
う！これだけは」の作成・配布

作成部数 30,000部 作成部数 30,000部

13

高校生や家庭科等の教員に対する消費生活に関する教育

若者消費者被害未然防止事業

高校等への弁護士派遣講座 ・高校等への弁護士派遣講座

開催回数 受講者数

生活設計等普及事業

・消費者教育出張講座 ・消費者教育出張講座

開催回数 受講者数

・小中学校への講師派遣 ・小中学校への講師派遣

開催回数 受講者数

消費者啓発事業

高等学校家庭科等教職員消費生活講座

開催年月日　H19.7.27　　受講者数　45名

35

〇消費者問題に詳しい弁護士を高等学校等に派遣し、消費者被害の現
状や被害に遭わないための注意点等の講義を行い、若者の消費者被害
の未然防止を図った。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

22回 2,464名 開催回数 27回 受講者数 4,523名

32

〇児童生徒、教員、保護者等を対象とした講座等を開催し、消費者被害
の未然防止を図った。

継続 生活・文化課

【再掲】　 平成１８年度実績 （金融広報委員会）

149回 17,561名 開催回数 145回 受講者数 17,713名

27回 1,546名 開催回数 25回 受講者数 1,513名

36

〇高等学校の家庭科等の教員を対象とした消費生活講座等を開催し、若
者の消費者被害の未然防止を図った。

継続 消費生活センター

平成１８年度実績

・高等学校家庭科等教職員消費生活講座

受講者数 50名

13
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消費生活センター等職員による消費生活講座の開設

消費者啓発事業

・消費生活講座の開催（宮城県金融広報委員会と共催）

（消費生活展（H19.10.16～H19.10.19）の中で開催） ・消費生活講座の開催

６講座　　受講者数　185名 ５講座　　受講者数　147名

・出前講座の開催 ・出前講座の開催

開催回数　　150回　　受講者数　8,471名

若者対象 受講者数 若者対象

高齢者対象 受講者数 高齢者対象

民生委員等対象 受講者数 民生委員等対象

一般対象 受講者数 一般対象

宮城県金融広報委員会との連携による金融・経済等に関する情報提供

生活設計等普及事業

宮城県金融広報委員会による各種活動の実施 ・消費生活講座の開催

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

23

〇消費生活講座の開催や出前講座を実施し、消費者被害の未然防止を
図った。

継続 消費生活センター

【再掲】　 平成１８年度実績

各地方振興事務所
県民サービスセン
ター（仙台を除く）

開催回数　112回　受講者数　8,686名

うち 38回 4,098名 23回 2,742名

45回 1,757名 38回 3,331名

13回 578名 14回 633名

54回 2,038名 37回 1,980名

〇宮城県金融広報委員会の活動を支援し、金融経済学習の支援や金融
経済情報の提供を積極的に行った。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績 （金融広報委員会）

宮城県 融 報 員会 各種活

・消費生活講座の開催（宮城県消費生活センターと共催） ５講座　　受講者数　147名

（消費生活展（H19.10.16～H19.10.19）の中で開催） ・講演会の開催

６講座　　受講者数　185名

・講演会の開催

金融・経済講演会　　開催年月日　H20.1.26　受講者数　270名 ・シンポジウムの開催

その他講演会　　　　開催数9回 　受講者数 1,175名　

開催回数

・シンポジウムの開催

生活設計シンポジウム（対象：一般県民） 開催回数

開催回数 受講者数 ・パネル展等の啓発活動

金銭教育シンポジウム（対象：一般県民）

開催回数 受講者数 ビデオ貸し出し　31回

・パンフレット等の作成・配布

・パネル展等の啓発活動

パネル展　3回　　パネル貸し出し　8回　　ビデオ貸し出し　7回 ・情報誌の作成・配布

年３回発行　　各5,000部

・パンフレット等の作成・配布 ・各種情報誌への記事掲載　　　他

・情報誌の作成・配布 年３回発行　　各5,000部

・各種情報誌への記事掲載　　　他

37

その他講演会 開催回数 6回

受講者数

金融・経済講演会 受講者数 350名

980名

生活設計シンポジウム（対象：高校生、大学生等）

2回 受講者数 415名

金銭教育シンポジウム（児童生徒の保護者）

2回 受講者数 340名

1回 170名

パネル展　3回　　パネル貸し出し　6回

2回 255名

作成部数 52,000部

作成部数 31,000部



　５　消費者被害の救済

消費生活センター等による相談対応機能の充実

消費生活相談事業

県相談機関受付件数 件 ・県相談機関受付件数 件

（内訳） 件 件

件 件

 消費者からの苦情に対する調査・助言・あっせん及び被害拡大防止

消費生活相談事業

県相談機関（消費生活センター及び県民サービスセンター）関係分 ・相談受付件数 件

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

38

〇県民からの消費生活相談に対応するため、相談窓口を設置し、苦情や
相談の処理・解決に努めた。

継続 消費生活センター

平成１８年度実績

各地方振興事務所
県民サービスセン
ター（仙台を除く）

12,713 12,989

消費生活センター 8,800 消費生活センター 9,012

県民サービスセンター 3,913 県民サービスセンター 3,977

39

〇相談窓口に寄せられた苦情・相談等に対して、適切な助言やあっせん
等を行った。

継続 消費生活センター

平成１８年度実績

各地方振興事務所
県民サービスセン

（仙台を除く）

12,989

15

相談受付件数 件 うちあっせん件数 件

うちあっせん件数 件

悪質商法に対する相談機関と警察との連携

関係機関との連絡会議の開催等

・消費者被害防止連絡会議の開催

・悪質事業者に関連した情報交換会の開催

２回

・犯罪捜査に関連した情報交換（随時）

307

ター（仙台を除く）12,713 322

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

消費生活センター

生活環境課

開催回数 ・消費者行政連絡調整会議の設置及び
開催参加団体 東北経済産業局、仙台市消費生活センター、

宮城県消費生活センター、生活・文化課

・犯罪捜査に関連した警察と消費生活セ
ンターとの連携（随時）参加団体 警察本部生活環境課、宮城県消費生活センター、

生活・文化課

40

〇相談機関、法執行機関、捜査機関が随時連絡を密に取り合うことで悪質
事業者の摘発等の推進を図り、消費者被害の拡大防止を図った。

15



16

　６　環境に配慮した消費行動の推進

環境に配慮した消費行動の推進

グリーン購入普及拡大事業

・グリーン購入シンポジウムの開催

・グリーン購入シンポジウムの開催 名

名

・グリーン購入セミナー（移動講座）

・グリーン購入セミナー（移動講座） 名

名

・グリーン購入セミナー（普及啓発講座）

・グリーン購入セミナー（普及啓発講座） 名

名 名

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

41

〇シンポジウム・セミナーの実施、市町村の取組支援、みやぎグリーン購入
ネットワーク運営支援等を通じて、グリーン購入の普及促進を図った。

継続 環境政策課

平成１８年度実績

H18.11.16 参加者数 185

H20.1.23 参加者数 140

H18.7.26 参加者数 38

H19.11.1 参加者数 29

H18.8.24 参加者数 36

H19.9.6 参加者数 37 H19.2.8 参加者数 40

・グリーン購入ガイドブック作成 ・市町村の取組支援

・市町村の取組支援

市町村グリーン購入取組マニュアル配布

・各種表彰（グリーン購入シンポジウム内で実施）

グリーン製品普及拡大事業 〇宮城県グリーン製品の認定

認定件数　34件 認定件数　25件

（H19年度末現在の認定製品数　69 ）

循環型社会の形成に向けた情報発信

循環通信 〇県庁発の３Ｒ情報として、毎月１回「循環通信」をメール等で発行した。

メルマガ登録者数　398名（H19年度末現在） ・メルマガ登録者数

H18年度末現在　372名

・各種表彰（グリーン購入シンポジウム内で実施）

・みやぎグリーン購入ネットワーク運営支援

・グリーン購入促進条例普及啓発パンフ
レット作成・配布

42

継続 資源循環推進課

平成１８年度実績

（H18年度末現在の認定製品数　64）

43

継続 資源循環推進課

平成１８年度実績



児童に対する環境問題の教育

H19.9.6～H19.10.28

県内小学校　18校、市町村環境イベント2回　計20か所 H18.9.13～H18.10.31

約4,400名 県内小学校　計17校

約3,100名

環境にやさしい買い物の推進

マイバッグキャンペーン

・県内市町村、事業者団体、消費者団体等への協力呼びかけ

37団体から取組報告あり 32団体から取組報告あり

・県庁ロビーでのパネル展示の実施

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

44

３Ｒ推進普及啓発演劇上演事業 〇分かりやすく楽しい演劇を通じて、ごみ問題の現状やリサイクルの重要
性等の環境問題について学んでもらうことを目的とした子供向け演劇「み
やぎ３Ｒシアター」の巡回上演を実施した。

継続 資源循環推進課

平成１８年度実績

・子供向け演劇「みやぎリサイクル夢シア
ター」の巡回上演の実施開催期間

開催回数 開催期間

鑑賞者数 開催回数

鑑賞者数

45

〇毎年10月の「３Ｒ推進月間」に合わせ、「レジ袋をもらわない。渡さない」
等の行動促進に向け、「県民」「事業者」「行政」に対し働きかけを行った。

継続 資源循環推進課

平成１８年度実績

・県内市町村、事業者団体、消費者団
体等への協力呼びかけ

17

　・県庁ロビーでのパネル展示の実施 ・みやぎ県政だよりへの掲載（10月号）

地域に密着した環境への取組の推進

すばらしいみやぎを創る運動

・各種啓発資料の作成・配布

46

〇各地域の構成団体の自主的な取組を支援するほか、各種啓発資料の
作成・配布などを行った。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績 （すばらしいみやぎ
を創る協議会）・各地域の構成団体の自主的な取組の支援

17
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　７　その他（相談機能の充実、関係団体への支援、関係機関との連携等）

消費生活センター等の相談員を対象とした法律相談会等の開催

消費生活相談機能の向上

・消費生活センター法律相談会の開催 ・消費生活センター法律相談会の開催

9 回 9 回

・消費生活問題研究会の開催 ・消費生活問題研究会の開催

4 回 4 回

市町村の相談員等を対象とした法律相談会等の開催

市町村消費者行政促進事業

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

47

〇相談対応機能の向上を図るため、弁護士等を講師に迎えて法律相談会
等を開催した。

継続 消費生活センター

平成１８年度実績

各地方振興事務所
県民サービスセン
ター（仙台を除く）開催回数 開催回数

開催回数 開催回数

〇市町村等の消費生活相談対応機能の向上を図るため、相談員等を対
象とした研修会や法律相談会を開催した。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

・市町村消費生活相談員研修会の開催

開催年月日　H19.9.13～H19.9.14

・市町村消費生活相談員等法律相談会の開催

開催回数　4回　（2地区×2回）

開催回数　４回　（２地区×２回）

・最新相談情報セミナーの開催（国民生活センターと共催）

開催年月日　H19.7.11　

地域の消費者活動のリーダー育成

消費者団体育成指導事業

・宮城県消費者協会による講演会等の開催支援

開催回数 受講者数 開催回数 受講者数

・宮城県消費者団体連絡協議会による合同研修会の開催支援

開催年月日　H19.9.20　

参加者

48

受講者数 44名

消費生活センター

・市町村消費生活相談員研修会の開催

開催年月日　H18.9.14～H18.9.15 各地方振興事務所
県民サービスセン
ター（仙台を除く）

・市町村消費生活相談員等法律相談会
の開催

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

・宮城県消費者協会による講演会等の
開催支援

4回 202名 7回 347名

・宮城県消費者団体連絡協議会による
合同研修会の開催支援参加者 145名

開催年月日　H18.9.12　 163名

49

〇宮城県消費者協会や宮城県消費者団体連絡協議会等が実施する消費
者啓発事業等を支援し、消費者団体の健全かつ自主的な活動の促進を
図った。



消費生活協同組合に対する運営資金の貸付け

生活協同組合資金貸付事業

貸付実績　　申し込みなし ・貸付実績　　１件　2,500千円

消費者被害防止等を目的とした関係機関との情報交換等

関係機関との連絡会議の開催等

・都道府県等消費者行政担当課長会議

・14大都道府県消費者行政担当課長会議

・ブロック別消費者行政担当課長会議

・北海道・東北６県特定商取引法執行担当課長会議

・東北地域特定商取引法執行担当課長会議

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況

・13大都道府県消費者行政担当課長会議 生活環境課

・ブロック別消費者行政担当課長会議

今年度実施予定 担当課

50

〇県内の消費生活協同組合を対象とした運営資金（短期）の貸付制度を
整備することで、消費生活協同組合の経営安定化を支援した。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

〇国が主催する各種会議や東北地域悪質商法被害防止ネットワーク会議
等に参加し、国や他県等と意見交換・情報交換を行った。
　また、相談機関、法執行機関、捜査機関が随時情報交換を行い、被害
防止に向けて関係機関の連携を図った。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

消費生活センター

・都道府県等消費者行政担当課長会議

・北海道・東北６県特定商取引法執行担当課長会議

・東北地域特定商取引法執行担当課長会議

・東北地域悪質商法被害防止ネットワーク会議

51

19

東北 域特 商取引 執行 当課長会議

・東北地域悪質商法被害防止ネットワーク会議

・全国消費生活センター所長会議

・東北・北海道ブロック消費生活センター所長会議

・悪質事業者に関連した情報交換会

・犯罪捜査に関連した情報交換

県内行政機関や専門機関との連携

行政機関と専門機関との連携

行政機関と弁護士会･司法書士会との懇談会への参加

開催年月日　H19.8.9　,　H20.2.27

・全国消費生活センター所長会議

・東北・北海道ブロック消費生活センター所長会議

・消費者被害防止連絡会議

・消費者行政連絡調整会議の設置及び開催

52

〇下記懇談会に参加したほか、随時情報交換等を行い、関係機関との連
携の確保に努めた。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

・行政機関と弁護士会･司法書士会との
懇談会への参加

消費生活センター

開催年月日　H18.8.1　,　H19.2.27

19
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多重債務問題に関する取り組み

多重債務問題に関する取り組み

設置年月日　H19.6.29

開催年月日　H19.7.24　,　H19.11.6　,　H20.2.20

設置年月日　H19.6.7

開催年月日　H19.6.19　,　H19.10.24

開催年月日　H19.9.5

・多重債務者相談マニュアル～宮城版～の発行

主な取組事項／事業名 平成１９年度実施状況 今年度実施予定 担当課

〇深刻な社会問題である多重債務問題に対応するため、宮城県多重債務
問題対策会議等を設置し、問題の解決に向けて様々な取り組みを実施し
た。

継続 生活・文化課

平成１８年度実績

・宮城県多重債務問題対策会議を設置し、各種取り組み等の実施につ
いて協議した。

商工・経営支援課

障害福祉課

・県庁内関係機関との連携を図るため、多重債務連絡会議を設置した。 消費生活センター

各地方振興事務所
県民サービスセン
ター（仙台を除く）

・市町村消費者行政担当課長会議を開催し、国が決定した「多重債務
問題改善プログラム」の内容を説明して、取り組みについて理解と協力
を求めた。

生活環境課

　県や市町村の相談員を対象に、多重債務に関する相談があった場合
の対応方法や法律専門家との連携の仕方等をまとめた「多重債務者相

・多重債務無料相談会の実施

開催期間　　Ｈ19.12.10～Ｈ19.12.16

開催場所　　県消費生活センター及び各合同庁舎（仙台を除く）

募集定員　　200名

相談者数　　190名

・ヤミ金融対策について

・関連部門との連携

開催年月日　　Ｈ20.2.12

53

　宮城県多重債務問題対策会議の主催により、各市町村の協力を得な
がら、全国一斉多重債務者相談ウィークに合わせて、県内７か所におい
て多重債務に関する無料相談会を実施した。

　ヤミ金融による被害を防止するため、宮城県多重債務問題対策会議
において、関係機関における情報の共有化を図り、連携の緊密化を
図った。

　各市町村及び県の自殺担当部門との連携を図るため、自殺対策担当
者会議において、多重債務問題に関する取り組みを説明した。

の対応方法や法律専門家との連携の仕方等をまとめた「多重債務者相
談マニュアル～宮城版～」を作成した。

H19.9.13 消費生活相談員研修会においてマニュアルの試行版を
発行し、内容を説明した。

H19.11.6 試行版に相談現場の声を反映させたマニュアルを作成
し、全市町村及び県の相談窓口へ配布した。
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